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議案第 ３５ 号 

令和８年度成田市水道事業会計予算 

  (総  則) 

 第１条 令和８年度成田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  (業務の予定量) 

 第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）  給 水 戸 数  ４０，６３６ 戸 

 （２）  給 水 人 口  ７９，９４０ 人 

 （３）  年 間 総 配 水 量  ８，４８３，６００ ｍ3 

 （４）  一 日 平 均 配 水 量  ２３，２４３ ｍ3 

 （５）  年 間 総 給 水 量  ７，４９１，０００ ｍ3 

 （６）  一 日 平 均 給 水 量  ２０，５２３ ｍ3 

  (収益的収入及び支出) 

 第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                          収                    入         

 第１款 水 道 事 業 収 益 ２，５６６，４８４ 千円 

  第１項 営 業 収 益 ２，１２５，８５９ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益 ４４０，６２５ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 水 道 事 業 費 用 ２，３７９，７４４ 千円 

  第１項 営 業 費 用 ２，２４６，０７５ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用     １２１，６６９ 千円 

  第３項 特 別 損 失 ２，０００ 千円 

  第４項 予 備 費 １０，０００ 千円 
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 (資本的収入及び支出) 

 第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

  ８１０，７５０千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，６３０千円、当年度分消費税及び地方消費税 

  資本的収支調整額１０３，０１６千円及び過年度分損益勘定留保資金７０２，１０４千円で補てんするものとする。)。 

                          収                    入   

 第１款 資 本 的 収 入 ７６９，１６２ 千円 

  第１項 企 業 債 ６９６，０００ 千円 

  第２項 出 資 金 ７３，１６２ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 資 本 的 支 出 １，５７９，９１２ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費 ９９８，０９９ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金 ５８０，８１３ 千円 

  第３項 予 備 費 １，０００ 千円 

 

  (企  業  債) 

  第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利         率 償   還   の   方   法 

成田市水道事業 696,000千円 

普 通 貸 借 

又 は 

証 券 発 行 

5.0％以内(ただし､利率見直し方

式で借り入れる政府資金及び地方

公共団体金融機構資金について､

利率の見直しを行った後において

は､当該見直し後の利率) 

借入先の融通条件による｡ただし、

企業財政その他の都合により繰上

償還又は低利債に借り換えするこ

とができる｡ 
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(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

  第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）  消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

  第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費 

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）  職 員 給 与 費  １６０，５８７ 千円 

 

(他会計からの補助金) 

  第８条 水道事業の経営基盤強化及び資本費負担の軽減等を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

  １０９，２５６千円である。 

 

(たな卸資産購入限度額) 

  第９条 たな卸資産の購入限度額は、２２，４１８千円と定める。 

 

        令和８年２月２０日提出 

                                                                       成田市長  小 泉 一 成 
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 水道事業収益 2,566,484 

1 営業収益 2,125,859 

1 給水収益 2,112,289 

2 受託工事収益 7,699 

3 その他営業収益 5,871 

2 営業外収益 440,625 

1 給水申込納付金 194,810 

2 受取利息 1 

3 他会計補助金 116,530 

4 長期前受金戻入 105,874 

5 消費税及び地方 22,043 

消費税還付金

6 雑収益 1,367 

款

令和８年度成田市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項 目
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 水道事業費用 2,379,744 

1 営業費用 2,246,075 

1 原水及び浄水費 946,475 

2 配水及び給水費 315,584 

3 受託工事費 7,333 

4 総係費 203,008 

5 減価償却費 740,599 

6 資産減耗費 33,076 

2 営業外費用 121,669 

1 支払利息 121,669 

3 特別損失 2,000 

1 過年度損益修正損 2,000 

4 予備費 10,000 

1 予備費 10,000 

款 項 目
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的収入 769,162 

1 企業債 696,000 

1 企業債 696,000 

2 出資金 73,162 

1 負担区分に基づか 73,162 

ない出資金

款 項 目

資本的収入及び支出
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的支出 1,579,912 

1 建設改良費 998,099 

1 営業設備費 84,853 

2 改良費 837,517 

3 拡張事業費 53,405 

4 事務費 22,324 

2 企業債償還金 580,813 

1 企業債償還金 580,813 

3 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

目項款

- 9 -



（
単
位
　
千
円
）

　
　

　

　
7
1
,
7
8
2

　
7
4
0
,
5
9
9

　
3
3
,
0
7
5

　
　

2
0
0

8
1
0

　
△
 
1
0
5
,
8
7
4

　
△
 
1

　
1
2
1
,
6
6
9

　
△
 
8
2
,
0
0
0

　
1
2
,
1
2
7

　
7
9
2
,
3
8
7

　
1

　
△
 
1
2
1
,
6
6
9

　
6
7
0
,
7
1
9

　

　
　

△
 
1
,
3
6
1
,
2
1
7

2
7
,
7
2
2

△
 
1
,
3
3
3
,
4
9
5

　　

1
,
1
4
0
,
0
0
0

△
 
5
8
0
,
8
1
3

7
3
,
1
6
2

6
3
2
,
3
4
9

　

△
 
3
0
,
4
2
7

1
,
4
6
8
,
9
4
8

1
,
4
3
8
,
5
2
1

資
金
期
首
残
高

資
金
期
末
残
高

投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

３
　
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債
に
よ
る
収
入

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債
の
償
還
に
よ
る
支
出

他
会
計
か
ら
の
出
資
に
よ
る
収
入

財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

２
　
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

有
形
固
定
資
産
の
取
得
に
よ
る
支
出

国
県
費
補
助
金
に
よ
る
収
入

資
金
増
加
額
（
又
は
減
少
額
）

未
収
金
の
増
減
額
（
△
は
増
加
）

未
払
金
の
増
減
額
（
△
は
減
少
）

小
計

利
息
の
受
取
額

利
息
の
支
払
額

資
産
減
耗
費

貸
倒
引
当
金
の
増
減
額
（
△
は
減
少
）

賞
与
引
当
金
の
増
減
額
（
△
は
減
少
）

長
期
前
受
金
戻
入
額

受
取
利
息

支
払
利
息 令
和
８
年
度
 
成
田
市
水
道
事
業
予
定
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

(
 
令
和
８
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
９
年
３
月
３
１
日
ま
で
 
)

１
 
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

当
年
度
純
利
益
（
△
は
純
損
失
）

減
価
償
却
費

- 10 -



給    与    費    明    細    書

１．総    括 (単位 千円)

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報  酬 給  料 手　当 計

区      　分
職 員 数（人） 給      与      費

本　年　度 6
(4)  

2,120 69,640 31,149 159,692 
14

前　年　度 6
(4)  

2,072 66,724 56,490 125,286 

56,783 128,543 

30,101 155,387 
14

比　　　較 0
(0)  

48 2,916 293 3,257 1,048 4,305 
0

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

(単位 千円)

手当の

内  訳

区  分
扶    養 地　　域 住    居 通    勤 特殊勤務 時間外勤務 管 理 職 期末・勤勉 休日勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当 手      当 手    当 手      当 手    当

本年度 1,920 9,725 408 2,113 50 5,981 3,251 33,055 280 

前年度 2,262 9,379 420 2,137 50 9,038 3,162 29,762 

0 

280 

0 △ 3,057 89 3,293 比  較 △ 342 346 △ 12 △ 24 
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（単位　千円）

（単位　千円）

法定福利費 合　　計 備　　考

手　当 計

293 3,209

56,783 126,423 31,142 157,565

30,094 153,308

休日勤務
手　　当

比　較 △ 342 346

1,048 4,257

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

280前年度 2,262 9,379 420

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

89

280

0

9,725 408 2,113

3,293

管 理 職
手    当

期末・勤勉
手      当

50 5,981 3,251 33,055

50 9,038 3,162 29,762

0 △ 3,057

前　年　度

比　　　較

通　　勤
手　　当

本年度 1,920

区　分
扶　　養
手　　当

地　　域
手　　当

住　　居
手　　当

56,490 123,214

2,137

△ 12 △ 24

　ア　会計年度任用職員以外の職員

手 当 の

内    訳

給　　　　与　　　　費

給　料

69,640

66,724

2,916

職 員 数
      (人)

　（2） 

14

　（2） 

14

　（0） 

 0

区      　分

本　年　度
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（単位　千円）

（単位　千円）

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

0

合　　計法定福利費

給　料

給　　　　与　　　　費

備　　考

0

0

比　　　較 94 0 94

比  較 0

前年度 0

手 当 の

内    訳

区  分
期末・勤勉
手　　　当

本年度 0

0 94

1,987

前　年　度 1,886 0 1,886 7 1,893

7

　（2） 

 0

　（0） 

 0

計

本　年　度 1,980 0 1,980
　（2） 

 0

　イ　会計年度任用職員

区      　分 職 員 数
      (人) 報　酬 手　当
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２．給料及び手当の増減額の明細

区  分

千円 千円 千円

給  料 2,916 1.給与改定に伴う 2,100

  増減分

2.昇給に伴う増加分 258

3.その他の増減分 558  職員数の異動状況

 本年度 13 人 (2人) 1 人 (0人) 14 人 (2人)

 前年度 13 人 (2人) 1 人 (0人) 14 人 (2人)

 増  減 0 人 (0人) 0 人 (0人) 0 人 (0人)

手  当 1.制度改正に伴う 352  期末・勤勉手当 352

  増減分

2.その他の増減分 △ 59  扶養手当 △ 342

 地域手当 346

 住居手当 △ 12

 通勤手当 △ 24

 時間外勤務手当 △ 3,057

 管理職手当 89

 期末・勤勉手当 2,941

　※　備考の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

(現に在職する職員数)

　　　　 給与改定の実施時期　令和7年4月

293

 平均昇給率 1.20%

  (その他)     (計)

 年間支給率　4.60月分　→　4.65月分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説         明 備            考

 前年度　給料の改定率　3.46％

 給与改定の状況
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３．給料及び手当の状況

 (１)職員１人当たり給与

企 業 一 般 職

375,686  円

令和8年1月1日現在 496,469  円

50 歳  6 月

378,307  円

令和7年1月1日現在 498,474  円

49 歳  8 月

 (２)初  任  給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

高  校  卒 206,700 円 223,200 円 206,700 円 223,200  円

大  学  卒 237,600 円 (18歳運転手の場合) 237,600 円 (18歳運転手の場合)

区        分 企 業 一 般 職
一 般 会 計 の 制 度

企 業 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

区                          分

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

平   均   年   齢
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 (３)級別職員数

級 級

(1) (50.0) (2) (100.0)

1 7.1 1 7.1

(1) (50.0)

1 7.1

(2) (100.0) (2) (100.0)

14 100.0 14 100.0 

 (級別の基準となる職務)

7.1 

14.3 

14.3 

区       分
企   業   一   般   職

区       分
企   業   一   般   職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

9 1 7.1 9 1

8 3 21.5 8 2

7 1 7.1 7 2

6 4 28.6 6 4 28.6 

21.5 
令和8年1月1日 令和7年1月1日

現         在
4

現         在
4

5 3 21.5 5 3

3 3 0 0.0

2 1

2    級 3    級

計 計

6    級4    級

企業一般職 主    事 主任主事 副 主 査 主    査

7.1

係　　長 課長補佐

5    級

課　　長 部    長

7    級 8    級 9    級

　※　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

区    分

2 0 0.0
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 (４)昇給

職     員     数        (Ａ) 14 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 8 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 57.1 ％

職     員     数        (Ａ) 14 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 7 人

4号給 6 人

5号給 1 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 50.0 ％

 (５)特殊勤務手当

0.07 ％

0 ％

支給対象職員１人当たり平均支給月額 0 円

代表的な特殊勤務手当の名称

企 業 一 般 職区              分

号 給 数 内 訳 4号給 8 人

用 地 等 交 渉 手 当

本
 
年
 
度

企 業 一 般 職

前
 
年
 
度

給料総額に対する比率

区          分

支給対象職員の比率（令和8年1月1日現在）

　 号 給 数 内 訳
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 (６)期末手当・勤勉手当

6月 12月

（1.225 月分） （1.225 月分） （2.45 月分）

  2.325 月分   2.325 月分    4.65 月分

（1.200 月分） （1.200 月分） （2.40 月分）

  2.300 月分   2.300 月分    4.60 月分

（1.225 月分） （1.225 月分） （2.45 月分）

  2.325 月分   2.325 月分    4.65 月分

　※　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員に係る支給率である。

 (７)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区     分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 備      考

一般会計の制度

(支給率等)

 (８)その他の手当

区     分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支 給 率 等 24.586875 月分

区     分

本  年  度

前  年  度

一般会計の制度

級等による加算措置

有

有

有

支 給 期 別 支 給 率

33.27075 月分 47.709 月分

支給率計

47.709 月分
2％～20％  加算

職制上の段階、職務の

47.709 月分

備        考

2％～20％  加算

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

同         じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同         じ

24.586875 月分 33.27075 月分 47.709 月分

同         じ

同         じ
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継  続  費  に  関  す  る  調  書

款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

年度 年 割 額

左　の　財　源　内　訳
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

企 業 債
損益勘定
留保資金

そ の 他

平成 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1.
資
本
的
支
出

1.
建
設
改
良
費

並木町配水
場改修事業

29 70,700 70,400 300 0 － － － － － 0.0

30 166,900 161,800 500 4,600 41,665 － － 41,665 － 1.0

令和

元 1,693,100 1,692,600 500 0 474,736 － － 474,736 － 11.5

2 1,561,300 1,538,100 500 22,700 314,940 － － 314,940 － 7.6

3 66,200 66,000 200 0 216,527 － － 216,527 － 5.2

4 166,600 166,400 200 0 1,567,929 － － 1,567,929 － 38.0

5 81,000 80,800 200 0 556,260 － － 556,260 － 13.5

6 180,000 180,000 0 0 320,703 － － 320,703 － 7.8

8 4,000 4,000 0 0 － － 130,045 130,045 － 3.2

計 4,128,000 4,098,300 2,400 27,300 3,492,760 505,195 130,045 4,128,000 0 100.0

－ 505,195 － 505,195 － 12.27 138,200 138,200 0 0
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款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

年度 年 割 額

左　の　財　源　内　訳

企 業 債
損益勘定
留保資金

そ の 他

前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1.
資
本
的
支
出

1.
建
設
改
良
費

管路耐震化
事業(並木

町)

7 341,792 283,900 127 57,765 － － － － － 0.0

8 58,063 58,000 63 0 － －

計 399,855 341,900 190 57,765 0 0 399,855 399,855 0 100.0

399,855 399,855 － 100.0

- 21 -



債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの 当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
損益勘定
留保資金

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

配水場運転保守管理業務委託
料

570,009 令和4年度から
令和7年度まで

319,626 令和8年度から
令和9年度まで

201,080 0 0 201,080

公営企業会計システム借上料 5,709 令和4年度から
令和7年度まで

1,880 令和8年度から
令和9年度まで

1,880 0 0 1,880

水道料金等徴収事務委託料 592,240 令和6年度から
令和7年度まで

51,579 令和8年度から
令和12年度まで

464,211 0 0 464,211

自家用電気工作物保安管理業
務委託料

9,295 令和7年度 －　　　 令和8年度から
令和9年度まで

9,295 0 0 9,295

原水・浄水水質検査業務委託
料

35,761 令和7年度 －　　　 令和8年度 35,761 0 0 35,761

放射性物質検査業務委託料 968 令和7年度 －　　　 令和8年度 968 0 0 968

草刈・植栽管理業務委託料 6,633 令和7年度 －　　　 令和8年度 6,633 0 0 6,633
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事　　　　項 限　度　額

前年度末までの 当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
損益勘定
留保資金

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

量水器購入 22,418 令和7年度 －　　　 令和8年度 22,418 0 0 22,418

配水管耐震化工事
（宗吾２丁目・台方）

161,676 令和7年度 －　　　 令和8年度 161,676 161,600 76 0

管路布設工事（本三里塚・三
里塚光ケ丘）

433,972 令和7年度 －　　　 令和8年度 433,972 433,900 72 0
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(
単
位
　
千
円
）

１
 
固
定
資
産

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
土
地

2
,
1
2
0
,
1
2
5

 
ロ
 
 
建
物

1
,
8
2
4
,
0
7
7

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 

△
6
0
3
,
4
0
8

1
,
2
2
0
,
6
6
9

 
ハ
 
 
構
築
物

2
5
,
9
1
8
,
1
3
6

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　
△
1
0
,
9
2
9
,
4
4
9

1
4
,
9
8
8
,
6
8
7

 
ニ
 
 
機
械
及
び
装
置

7
,
3
1
8
,
4
8
0

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
4
,
6
7
5
,
3
1
5

2
,
6
4
3
,
1
6
5

 
ホ
 
 
車
両
運
搬
具

3
3
,
1
4
9

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
9
,
7
9
7

2
3
,
3
5
2

 
へ
 
 
工
具
、
器
具
及
び
備
品

3
5
,
5
7
4

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
3
3
,
9
5
6

1
,
6
1
8

 
ト
 
 
建
設
仮
勘
定

8
0
2
,
5
7
3

有
形
固
定
資
産
合
計

2
1
,
8
0
0
,
1
8
9

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
地
上
権

4

 
ロ
 
 
電
話
加
入
権

4
1
1

無
形
固
定
資
産
合
計

4
1
5

固
定
資
産
合
計

2
1
,
8
0
0
,
6
0
4

２
 
流
動
資
産

（
１
）
現
金
預
金

1
,
4
3
8
,
5
2
1

（
２
）
未
収
金

3
2
8
,
1
8
6

貸
倒
引
当
金

△
1
,
8
9
9

3
2
6
,
2
8
7

（
３
）
貯
蔵
品

6
0
4

（
４
）
前
払
金

1
,
8
7
0

流
動
資
産
合
計

1
,
7
6
7
,
2
8
2

資
産
合
計

2
3
,
5
6
7
,
8
8
6

令
和
８
年
度
 
 
成
田
市
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

 
(
令
和
９
年
３
月
３
１
日
)

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部
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(
単
位
　
千
円
）

３
 
固
定
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

9
,
2
5
6
,
0
4
7

 
 
 
 
 
充
て
る
た
め
の
企
業
債

企
業
債
合
計

9
,
2
5
6
,
0
4
7

固
定
負
債
合
計

9
,
2
5
6
,
0
4
7

４
 
流
動
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

6
2
5
,
1
1
8

 
 
 
　
充
て
る
た
め
の
企
業
債

企
業
債
合
計

6
2
5
,
1
1
8

（
２
）
未
払
金

1
2
5
,
0
2
0

（
３
）
前
受
金

8
0
0

（
４
）
預
り
金

3
7
2

（
５
）
引
当
金

 
イ
 
 
賞
与
引
当
金

1
2
,
6
4
4

引
当
金
合
計

1
2
,
6
4
4

流
動
負
債
合
計

7
6
3
,
9
5
4

５
 
繰
延
収
益

長
期
前
受
金

5
,
8
5
3
,
4
8
0

長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

△
3
,
4
3
9
,
8
4
0

繰
延
収
益
合
計

2
,
4
1
3
,
6
4
0

負
債
合
計

1
2
,
4
3
3
,
6
4
1

６
 
資
本
金

1
1
,
0
1
7
,
8
5
6

７
 
剰
余
金

（
１
）
資
本
剰
余
金

 
イ
 
 
受
贈
財
産
評
価
額

3
1
3
,
1
0
3

資
本
剰
余
金
合
計

3
1
3
,
1
0
3

（
２
）
利
益
剰
余
金

 
イ
 
 
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

△
1
9
6
,
7
1
4

利
益
剰
余
金
合
計

△
1
9
6
,
7
1
4

剰
余
金
合
計

1
1
6
,
3
8
9

資
本
合
計

1
1
,
1
3
4
,
2
4
5

負
債
・
資
本
合
計

2
3
,
5
6
7
,
8
8
6

負
 
 
債
 
 
の
 
 
部

資
 
 
本
 
 
の
 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要

な
会

計
方

針
 

1
 
た

な
卸

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方
法

 

貯
蔵

品
 

先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価
法
に

よ
っ
て

い
る
。

 

2
 
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
 

（
1
）

有
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除
く

。）
 

・
減

価
償

却
の

方
法
 

 
定

額
法

に
よ
る

。（
た
だ
し

、
量
水

器
に
つ
い

て
は
取

替
法
に

よ
る

。）
 

・
主

な
耐

用
年

数
 

建
物
 

 
 

 
 

 
 

 
 
1
3
 
～
 
5
0
年
 

構
築

物
 

 
 

 
 

 
 

 
1
0
 
～
 
6
0
年
 

機
械

及
び

装
置
 

 
 

 
 
 
6
 
～
 
2
0
年
 

車
両

運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4
 
～
 
 
5
年
 

工
具

、
器

具
及

び
備

品
 

 
 
2
 
～
 
1
5
年
 

（
2
）

無
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除
く

。）
 

・
減

価
償

却
の

方
法
 

 
 

 
定
額
法
に

よ
る
。

 

（
3
）

リ
ー

ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー
ス

取
引
に

係
る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己

所
有

の
固

定
資

産
に

適
用

す
る
減
価

償
却
方

法
と
同

一
の

方
法
に
よ

る
。

 

・
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ
ー

ス
取
引

に
係
る

リ
ー

ス
資
産

 

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に
準
じ

た
会
計

処
理
に

よ
る

。
 

3
 
引

当
金

の
計

上
方

法
 

（
1
）

退
職

給
付

引
当

金
 

本
市

は
、

退
職

手
当

組
合

に
加

入
し

て
お

り
、

一
般

会
計

と
の

取
り

決
め

に
よ

り
、

追
加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上

し
て

い
な

い
。

 

（
2
）

賞
与

引
当

金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基

づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て

い
る

。
 

（
3
）

貸
倒

引
当

金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

4
 
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処
理
は

税
抜
方

式
に
よ

っ
て

い
る
。

 

 

Ⅱ
．
予
定

貸
借

対
照

表
関

連
 

1
 
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企
業
債
（
1
年
内

に
償
還

予
定
の
も
の

も
含
む

。
）
の
う

ち
、「

一

般
会

計
と

水
道

事
業

会
計

に
お

け
る

経
費

の
負
担

区
分
に

関
す

る
覚
書
」

に
基
づ

き
、
一

般
会

計
が

負
担

す
る

と
見

込
ま

れ
る

額
は

4
1
2
,0
9
7
千
円
で
あ
る
。
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2
 
引

当
金

の
取

り
崩

し
 

 
 
（
1
）

賞
与

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取
り

崩
し

 

当
年

度
に

お
い

て
、
6

月
分

期
末
・
勤
勉

手
当
及

び
こ
れ

に
係

る
法
定
福

利
費
と

し
て

1
8
,
9
59

千
円

を
支

給
（

支
払

）
す

る
た

め
、
賞
与

引
当
金

1
1
,
8
3
4
千
円
を
取
り

崩
す
。

 

 
 
（
2
）

貸
倒

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取
り

崩
し

 

当
年

度
に

お
い

て
、

債
権

の
貸

倒
れ
に
よ

る
損
失

と
し

て
1
,
6
9
9
千
円

を
処
理

す
る
た

め
、

貸

倒
引

当
金

1
,
6
9
9
千

円
を

取
り

崩
す
。

 

 

Ⅲ
．
セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

 

成
田

市
水

道
事

業
は

、
水

道
事

業
の

み
を

運
営
し

、
事
業

全
体

を
も
っ
て

単
一
セ

グ
メ
ン

ト
と

し
て
い

る
た
め

、
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

の
記

載
は

省
略
し
て

い
る
。

 

 Ⅳ
．
リ
ー

ス
契

約
に

よ
り

使
用

す
る

固
定

資
産

 

（
1
）

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー
ス

取
引
に

係
る

未
経
過
リ

ー
ス
料

相
当
額

 

１
年

内
 

 
 
4
,
8
3
1
千

円
 

１
年

超
 

 
1
1
,
9
4
9
千
円

 

計
 
 
 

 
1
6
,7
8
0
千

円
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（
単
位
　
千
円
）

１
 
営
業
収
益

（
１
）
給
水
収
益

1
,
8
5
2
,
3
2
1

（
２
）
受
託
工
事
収
益

2
,
2
8
7

（
３
）
そ
の
他
営
業
収
益

5
,
5
5
2

1
,
8
6
0
,
1
6
0

２
 
営
業
費
用

（
１
）
原
水
及
び
浄
水
費

7
8
4
,
5
1
8

（
２
）
配
水
及
び
給
水
費

2
9
5
,
4
4
2

（
３
）
受
託
工
事
費

2
,
1
7
8

（
４
）
総
係
費

1
8
6
,
7
9
3

（
５
）
減
価
償
却
費

7
1
6
,
8
9
5

（
６
）
資
産
減
耗
費

5
6
,
7
5
3

2
,
0
4
2
,
5
7
9

営
業
損
失

1
8
2
,
4
1
9

３
 
営
業
外
収
益

（
１
）
給
水
申
込
納
付
金

1
4
0
,
0
5
0

（
２
）
受
取
利
息

2

（
３
）
他
会
計
補
助
金

6
7
,
8
6
6

（
４
）
長
期
前
受
金
戻
入

1
0
6
,
4
6
6

（
５
）
雑
収
益

2
,
3
3
1

3
1
6
,
7
1
5

４
 
営
業
外
費
用

（
１
）
支
払
利
息

1
1
1
,
7
9
7

1
1
1
,
7
9
7

2
0
4
,
9
1
8

経
常
利
益

2
2
,
4
9
9

５
 
特
別
損
失

（
１
）
過
年
度
損
益
修
正
損

9
2

9
2

△
9
2

2
2
,
4
0
7

2
9
0
,
9
0
30

2
6
8
,
4
9
6

当
年
度
未
処
理
欠
損
金
 
 
 
 
 
 
 
 

令
和
７
年
度
 
 
成
田
市
水
道
事
業
予
定
損
益
計
算
書

(
 
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
８
年
３
月
３
１
日
ま
で
 
)

当
年
度
純
利
益

前
年
度
繰
越
欠
損
金

そ
の
他
未
処
分
利
益
剰
余
金
変
動
額
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(
単

位
　

千
円

）

１
 
固

定
資

産

（
１

）
有

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
土

地
2
,
0
3
8
,
1
9
8

 
ロ

 
 
建

物
1
,
8
2
4
,
1
3
5

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 

△
5
7
3
,
1
9
6

1
,
2
5
0
,
9
3
9

 
ハ

 
 
構

築
物

2
5
,
1
7
0
,
3
8
8

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　
△

1
0
,
4
1
2
,
2
4
0

1
4
,
7
5
8
,
1
4
8

 
ニ

 
 
機

械
及

び
装

置
7
,
2
6
0
,
3
2
6

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
4
,
4
8
2
,
2
4
3

2
,
7
7
8
,
0
8
3

 
ホ

 
 
車

両
運

搬
具

1
0
,
3
1
3

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
9
,
7
9
7

5
1
6

 
へ

 
 
工

具
、

器
具

及
び

備
品

3
5
,
5
7
4

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
3
3
,
8
5
2

1
,
7
2
2

 
ト

 
 
建

設
仮

勘
定

3
8
5
,
0
3
6

有
形

固
定

資
産

合
計

2
1
,
2
1
2
,
6
4
2

（
２

）
無

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
地

上
権

6

 
ロ

 
 
電

話
加

入
権

4
1
1

無
形

固
定

資
産

合
計

4
1
7

固
定

資
産

合
計

2
1
,
2
1
3
,
0
5
9

２
 
流

動
資

産

（
１

）
現

金
預

金
1
,
4
6
8
,
9
4
8

（
２

）
未

収
金

2
4
6
,
1
8
6

貸
倒

引
当

金
△

1
,
6
9
9

2
4
4
,
4
8
7

（
３

）
貯

蔵
品

6
0
4

（
４

）
前

払
金

1
,
8
7
0

流
動

資
産

合
計

1
,
7
1
5
,
9
0
9

資
産

合
計

2
2
,
9
2
8
,
9
6
8

令
和

７
年

度
 
 
成

田
市

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表

 
(
令

和
８

年
３

月
３

１
日

)

資
 
 
産

 
 
の

 
 
部
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(
単

位
　

千
円

）

３
 
固

定
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
8
,
7
4
1
,
1
6
4

 
 
　

 
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
合

計
8
,
7
4
1
,
1
6
4

固
定

負
債

合
計

8
,
7
4
1
,
1
6
4

４
 
流

動
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
5
8
0
,
8
1
3

 
 
 
　

充
て

る
た

め
の

企
業

債

企
業

債
合

計
5
8
0
,
8
1
3

（
２

）
未

払
金

1
1
2
,
8
9
3

（
３

）
前

受
金

8
0
0

（
４

）
預

り
金

3
7
2

（
５

）
引

当
金

 
イ

 
 
賞

与
引

当
金

1
1
,
8
3
4

引
当

金
合

計
1
1
,
8
3
4

流
動

負
債

合
計

7
0
6
,
7
1
2

５
 
繰

延
収

益

長
期

前
受

金
5
,
8
2
5
,
7
5
8

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

3
,
3
3
3
,
9
6
6

繰
延

収
益

合
計

2
,
4
9
1
,
7
9
2

負
債

合
計

1
1
,
9
3
9
,
6
6
8

６
 
資

本
金

1
0
,
9
4
4
,
6
9
3

７
 
剰

余
金

（
１

）
資

本
剰

余
金

 
イ

 
 
受

贈
財

産
評

価
額

3
1
3
,
1
0
3

資
本

剰
余

金
合

計
3
1
3
,
1
0
3

（
２

）
利

益
剰

余
金

 
イ

 
 
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

△
2
6
8
,
4
9
6

利
益

剰
余

金
合

計
△

2
6
8
,
4
9
6

剰
余

金
合

計
4
4
,
6
0
7

資
本

合
計

1
0
,
9
8
9
,
3
0
0

負
債

・
資

本
合

計
2
2
,
9
2
8
,
9
6
8

負
 
 
債

 
 
の

 
 
部

 

資
 
 
本

 
 
の

 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要

な
会

計
方

針
 

1
 
た

な
卸

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方
法

 

貯
蔵

品
 

先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価
法
に

よ
っ
て

い
る
。

 

2
 
固

定
資

産
の

減
価

償
却

の
方

法
 

（
1
）

有
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除
く

。）
 

・
減

価
償

却
の

方
法
 

 
定

額
法

に
よ
る

。（
た
だ
し

、
量
水

器
に
つ
い

て
は
取

替
法
に

よ
る

。）
 

・
主

な
耐

用
年

数
 

建
物
 

 
 

 
 

 
 

 
 
1
3
 
～
 
5
0
年
 

構
築

物
 

 
 

 
 

 
 

 
1
0
 
～
 
6
0
年
 

機
械

及
び

装
置
 

 
 

 
 
 
6
 
～
 
2
0
年
 

車
両

運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4
 
～
 
 
5
年
 

工
具

、
器

具
及

び
備

品
 

 
 
2
 
～
 
1
5
年
 

（
2
）

無
形

固
定

資
産

（
リ

ー
ス

資
産

を
除
く

。）
 

・
減

価
償

却
の

方
法
 

 
 

 
定
額
法
に

よ
る
。

 

（
3
）

リ
ー

ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー
ス

取
引
に

係
る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己

所
有

の
固

定
資

産
に

適
用

す
る
減
価

償
却
方

法
と
同

一
の

方
法
に
よ

る
。

 

・
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ
ー

ス
取
引

に
係
る

リ
ー

ス
資
産

 

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に
準
じ

た
会
計

処
理
に

よ
る

。
 

3
 
引

当
金

の
計

上
方

法
 

（
1
）

退
職

給
付

引
当

金
 

本
市

は
、

退
職

手
当

組
合

に
加

入
し

て
お

り
、

一
般

会
計

と
の

取
り

決
め

に
よ

り
、

追
加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上

し
て

い
な

い
。

 

（
2
）

賞
与

引
当

金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基

づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て

い
る

。
 

（
3
）

貸
倒

引
当

金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

4
 
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処
理
は

税
抜
方

式
に
よ

っ
て

い
る
。

 

 Ⅱ
．
予
定

貸
借

対
照

表
関

連
 

1
 
企

業
債

の
償

還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企
業
債
（
1
年
内

に
償
還

予
定
の
も
の

も
含
む

。
）
の
う

ち
、「

一

般
会

計
と

水
道

事
業

会
計

に
お

け
る
経
費

の
負
担

区
分
に

関
す

る
覚
書
」

に
基
づ

き
、
一

般
会

計
が

負
担

す
る

と
見

込
ま

れ
る

額
は

4
8
5
,2
6
0
千
円
で
あ

る
。

 

- 32 -



2
 
引

当
金

の
取

り
崩

し
 

 
 
（
1
）

賞
与

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取
り

崩
し

 

当
年

度
に

お
い

て
、
6

月
分

期
末
・
勤
勉

手
当
及

び
こ
れ

に
係

る
法
定
福

利
費
と

し
て

1
9
,
3
61

千
円

を
支

給
（

支
払

）
す

る
た

め
、
賞
与

引
当
金

1
2
,
4
5
9
千
円
を
取
り

崩
す
。

 

 
 
（
2
）

貸
倒

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取
り

崩
し

 

当
年

度
に

お
い

て
、

債
権

の
貸

倒
れ
に
よ

る
損
失

と
し

て
1
,
5
9
5
千
円
を
処
理

す
る
た

め
、

貸

倒
引

当
金

1
,
5
9
5
千

円
を

取
り

崩
す
。

 

 

Ⅲ
．
セ
グ

メ
ン

ト
情

報
の

開
示

 

成
田

市
水

道
事

業
は

、
水

道
事

業
の

み
を

運
営
し

、
事
業

全
体

を
も
っ
て

単
一
セ

グ
メ
ン

ト
と

し
て
い

る
た
め

、
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

の
記

載
は

省
略
し
て

い
る
。

 

 Ⅳ
．
リ
ー

ス
契

約
に

よ
り

使
用

す
る

固
定

資
産

 

（
1
）

所
有

権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー
ス

取
引
に

係
る

未
経
過
リ

ー
ス
料

相
当
額

 

１
年

内
 

 
4
,
6
5
6
千

円
 

１
年

超
 

1
6
,
7
8
0
千

円
 

計
 
 
 

2
1
,
43
6
千

円
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令 和 ８ 年 度 成 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

実 施 計 画 内 訳 書 

 

 

 

 

 

 

 





収　入 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 水道事業収益 2,566,484 2,428,901 137,583

　1 営業収益 2,125,859 2,058,139 67,720

1 給水収益 2,112,289 2,046,372 65,917 1 水道料金 2,112,289

2 受託工事収益 7,699 6,288 1,411 1 受託工事収益 7,699 消火栓更新工事

3 その他営業収益 5,871 5,479 392 2 手数料 5,697 設計審査・工事検査手数料他

4 雑収益 174 簡易水道事業共通経費

　2 営業外収益 440,625 370,762 69,863

1 給水申込納付金 194,810 154,055 40,755 1 給水申込納付金 194,810

2 受取利息 1 1 0 1 預金利息 1

3 他会計補助金 116,530 67,797 48,733 1 一般会計補助金 109,256

2 その他補助金 7,274 簡易水道兼務管理職人件費

4 長期前受金戻入 105,874 105,552 322 1 長期前受金戻入 105,874

5 消費税及び地方 22,043 41,979 △ 19,936 1 消費税及び地方 22,043

消費税還付金 消費税還付金

6 雑収益 1,367 1,378 △ 11 3 その他雑収益 1,367 行政財産使用料他

企業債利息、児童手当、高料金対策補助

１．収益的収入及び支出

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 水道事業費用 2,379,744 2,295,171 84,573

　1 営業費用 2,246,075 2,173,255 72,820

1 原水及び浄水費 946,475 865,888 80,587 1 給料 9,539 一般職員2名分

2 手当 6,189

3 賞与引当金繰入 1,791 期末・勤勉手当分 1,492

額 法定福利費分 299

5 法定福利費 4,211

6 備消品費 277 浄水施設備消品

9 委託料 47,342

12 修繕費 55,627 浄水施設関係修繕

16 動力費 123,024 電気料

21 受水費 698,475 水道用水受水費

2 配水及び給水費 315,584 320,461 △ 4,877 1 給料 20,783 一般職員5名分

2 手当 14,488

3 賞与引当金繰入 3,745 期末・勤勉手当分 3,193

額 法定福利費分 552

原水・浄水水質検査業務委託他7件

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

4 報酬 1,001 会計年度任用職員1名分

5 法定福利費 8,237

6 備消品費 199 配水関係備消品他

7 燃料費 746 公用車・非常用発電設備燃料

8 光熱水費 2,788 下水道使用料

11 委託料 200,020

12 手数料 521 消防用設備点検手数料他

13 賃借料 6,287

14 修繕費 50,782 配水施設関係修繕他

17 路面復旧費 5,775 配水管等修繕箇所本復旧

19 薬品費 92

23 保険料 48 自動車賠償責任保険料

24 公課費 72 自動車重量税

3 受託工事費 7,333 5,990 1,343 2 修繕費 7,333 消火栓更新工事

検満用モバイル端末借上げ他

配水場運転保守管理業務委託他12件

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

4 総係費 203,008 205,943 △ 2,935 1 給料 31,019 一般職員7名分

2 手当 20,006

3 賞与引当金繰入 5,591 期末・勤勉手当分 4,667

額 法定福利費分 924

4 報酬 1,119 水道事業運営審議会委員報酬 140

会計年度任用職員1名分 979

5 法定福利費 13,095

6 旅費 272

10 被服費 8

11 備消品費 864 図書・事務用品他

12 燃料費 73 公用車燃料他

13 光熱水費 37 下水道使用料

14 印刷製本費 50 指定給水装置工事事業者指定証他

15 通信運搬費 4,480 電話料他

17 委託料 112,842 水道料金等徴収事務委託他4件

18 手数料 4,348 水道料金等取扱手数料

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

19 賃借料 5,469 ネットワークシステム使用料他

20 修繕費 101 公用車点検・整備

26 食糧費 3

27 会費負担金 589 日本水道協会会費他

28 保険料 1,134 建物総合損害共済基金分担金他

29 公課費 9 自動車重量税

30 貸倒引当金繰入額 1,899

5 減価償却費 740,599 715,405 25,194 1 有形固定資産減 740,597 建物 30,212

価償却費 構築物 517,209

機械及び装置 193,072

工具、器具及び備品 104

2 無形固定資産減 2 地上権 2

価償却費

6 資産減耗費 33,076 59,568 △ 26,492 1 固定資産除却費 33,076 構築物他

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

　2 営業外費用 121,669 109,916 11,753

1 支払利息 121,669 109,916 11,753 1 企業債利息 121,669

　3 特別損失 2,000 2,000 0

1 過年度損益修正 2,000 2,000 0 1 過年度損益修正損 2,000

損

　4 予備費 10,000 10,000 0

1 予備費 10,000 10,000 0 1 予備費 10,000

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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収　入 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 資本的収入 769,162 601,262 167,900

　1 企業債 696,000 490,000 206,000

1 企業債 696,000 490,000 206,000 1 企業債 696,000

　2 出資金 73,162 111,262 △ 38,100

1 負担区分に基づ 73,162 76,962 △ 3,800 1 負担区分に基づ 73,162

かない出資金 かない出資金 (協定に基づく出資金)

負担区分に基づ 0 34,300 △ 34,300 負担区分に基づ 0

く出資金 く出資金 (操出基準に基づく出資金)

一般会計出資金

２．資本的収入及び支出

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明

一般会計出資金
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 資本的支出 1,579,912 1,520,360 59,552

　1 建設改良費 998,099 960,192 37,907

1 営業設備費 84,853 17,553 67,300 1 固定資産取得費 84,853 土地購入費他

2 改良費 837,517 831,903 5,614 1 工事請負費 784,789 管路耐震化工事他4件

2 委託料 47,728

3 補償費 5,000

3 拡張事業費 53,405 88,588 △ 35,183 1 工事請負費 3,558 舗装復旧工事

2 委託料 49,847

4 事務費 22,324 22,148 176 1 給料 8,299 一般職員2名分

2 手当 6,376

3 賞与引当金繰入 1,517 期末・勤勉手当分 1,267

額 法定福利費分 250

4 法定福利費 3,581

5 賃借料 2,551 土木設計積算システム使用料他

管路耐震化工事実施設計業務委託他3件

管路耐震化工事に伴う補償費

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明

配水管布設工事実施設計業務委託他1件
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

　2 企業債償還金 580,813 559,168 21,645

1 企業債償還金 580,813 559,168 21,645 1 企業債償還金 580,813 企業債元金

　3 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1 予備費 1,000

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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